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概　要

　本研究の目的は、へき地校における授業実践に関する研究動向の変化について明らかにすることであった。そのため、
日本が人口減少社会へと転換した2008年と2009年を区切りとし、その前後10年間の授業実践に関する研究論文の比較・検
討を行った。
　本研究の結果は、以下の５点に整理することができた。１点目は、前半期間と後半期間で発表された論文数に大きな違
いを確認できなかったことである。２点目は、論文の実践・発表地域は、多くが北海道であったことである。３点目は、
前半期間と後半期間に共通して、複式授業、交流学習、総合的な学習の時間、地域学習に関する内容を多く確認できたこ
とである。４点目は、前半期間では多く確認できたICTを活用した遠隔交流や情報活用能力の育成に向けた実践に関する
報告は、後半期間にはそれほど多くは確認されなかったことである。5点目は、前半期間と比較し、後半期間に複式授業
に関する内容が増加したことである。
　また、へき地校における授業実践に関する今後の課題として、次の３点が示唆された。１点目は、へき地校に関する研
究の量的増加の必要性である。２点目は、ICTの効果的な活用に関する研究の推進である。３点目は、総合的な学習の時
間や地域学習等のへき地校ならではのメリットを生かした授業実践である。

Ⅰ　背景

　日本が人口減少社会へと転換し、10年以上が経過した。
総務省統計局（2017）は、日本の人口は2008年を頂点と
し、2009年以降、人口減少社会へと転換したことを示した。
これに関わって、国立社会保障・人口問題研究所（2017）
は、出生中位推計の結果として、2053年には人口が１億人
を割ることを示した。また、出生数（日本人）は、1973年
の209万人から、2015年には101万にまで減少し、年少（０
～14歳）人口（外国人を含む総人口）も1980年代初めの
2700万人規模から2015年国勢調査の1595万人まで減少し
たことを報告した。この傾向は、今後ますます強まるとし
ており、出生中位推計の結果として、年少人口が、2021年
に1400万人台へと減少し、2056年には1000万人を割ると推
計している。
　このような中、文部科学省（2015）は学校の規模に関して、

「行政が一方的に進める性格のものではない」とした上で、
「一定の学校規模を確保することが重要」と示した。その
中では、小学校で１学年２学級以上（12学級以上）、中学

校で１学年３学級以上（９学級以上）が望ましい学級数と
して示されていた。
　一方で、学校の規模に関して、川前ら（2019）は、「こ
れまで学校が小規模校化した場合には、適正規模が不可欠
であるという理由から、学校統廃合が進められた。小規模
校では活動内容に限界があり、また競争も少なく、子ども
たちは伸びないというのが大きな理由である。しかし、日
本の人口の約４割を占める東京大都市圏と大阪都市圏を除
けば、地方に行くほどすでに町村内に１小学校と１中学校
しかない町村も増えてきており、さらに地方では学校統廃
合も厳しい状況にある。これ以上学校統廃合が進められな
い学校やへき地・小規模校では、今後も小規模校化が進ん
でいく」と指摘した。実際にへき地・小規模校数が多い北
海道では、14支庁のうち、11支庁は町村内に１小学校と１
中学校、２支庁は町村内に１中学校の町村であり、14支庁
のほとんどで、町村内での学校統廃合が難しい状況がある
ことを確認できる。
　また、玉井（2015）は、年少人口の減少に伴う学校の小
規模化に関して、「日本全体が人口減少社会に突入するよ



星　　　　　裕

12－ －

うになると、学校教育は小規模化が時代の趨勢となってい
る。このような小規模化の中では、へき地・小規模校教育
や少人数指導が教育活動の未来型教育となってきている」と、
へき地・小規模校における教育活動が、今後の教育界にお
いて重要となる可能性について指摘した。
　ところで、これまでのへき地・小規模校に関する研究の
課題として、高橋ら（2015）は、「へき地小規模校に関す
る研究は、北海道や鹿児島、沖縄、長崎など、山間・離島
を有する地域において特に蓄積されてきた傾向が指摘でき
る。だが、今後は、どの地域にとっても有益となる内容を
有している可能性も高くなると思われ、研究の蓄積と拡が
りが期待される」と示した。これは、これまで一部の地域
に限定されてきたと考えられるへき地・小規模校における
研究をより、広範な研究としていく必要性を指摘している
といえる。
　へき地・小規模校における教育活動に関わって、玉井

（2013）は、「へき地小規模校であるがゆえにできない教育
活動をとらえるよりも、へき地小規模校でできる教育活動
や教材内容を積極面として伸ばしていくことが、へき地の
子どもの自信や社会性の向上につながっていく」と示した。
このことは、へき地という遠隔地、小規模校という少人数
にある環境の中で、マイナス面だけではなく、プラス面に
着目して教育活動を展開していく必要性を示唆している。
　これらの指摘は、へき地・小規模校に関する研究が今後
重要となる可能性や、へき地・小規模校に関する研究活動
を活性化していく必要性を示唆している。そのためにも、
まず、これまでにへき地・小規模校においてどのような教
育活動が行われてきたかを明らかにしていくことが重要で
ある。特に、2008年を頂点として、2009年以降に人口減少
社会へと転換したのち、それまでの授業実践と比較し、何
らかの変化があったのかについて検討する必要性があると
考えられる。
　なお、本研究においては、へき地校や小規模校の用語を
以下のように規定した。へき地校は、各都道府県が『へき
地教育振興法』及び『へき地教育振興法施行規則』に基づ
き条例に定めた準へき地・１～５級の６段階の等級が付さ
れた学校とした。小規模校は、小学校で11学級以下、中学
校で８学級以下を指すこととした。これは、文部科学省

（2015）が望ましい学級数として示した小学校で１学年２
学級以上（12学級以上）、中学校で１学年３学級以上（９
学級以上）に満たない学級を小規模校として扱うこととし
たためである。また、へき地・小規模校は、へき地校であ
り、小規模校でもある学校を指すこととした。

Ⅱ　目的

　厚生労働省（2015）は、「地域別の人口の増減の見通し
を更に細かい地域単位で見てみると、市区町村の人口規模
別では、人口規模が小さくなるにつれて人口減少率が高く
なる傾向が見られ、特に人口１万人未満の市区町村では

（2010年と2050年を比較し）半分に減少すると見込まれて
いる。また、人口減少がこのまま進むと、2050（平成62）
年には、現在人が住んでいる居住地域のうち６割以上の地
域で人口が半分以下に減少し、さらに２割の地域では無居
住化すると推計されている」と指摘した。このことは、地
方においてより人口減少が加速していくことを示しており、
規模の小さな市町村ほど、より人口減少、過疎化が進むと
いえる。また、「地方での人口減少は、労働力人口の減少
や消費市場の縮小を引き起こし、地方の経済規模を縮小さ
せる。それが、社会生活サービスの低下を招き、更なる人
口流出を引き起こすという悪循環となり、地域経済社会の
急速な縮小につながる。また、過疎地域においては、地域
の伝統行事等の継承の問題、地域の核となっている学校の
閉校による活力低下、農林水産業の衰退や森林・農地の荒
廃、商業・商店街が衰退するとともに、日常の買い物や医
療など地域住民の生活に不可欠な生活サービスの確保が難
しくなると考えられる」と指摘した。このことは、地方で
の過疎化が進むことで、地域経済の悪化、生活サービスの
確保が難しくなることを示している。実際に筆者の現在の
勤務校においても、半径10㎞以内のスーパーマーケットは
数年前に閉店のためになくなり、路線バスの便数も減便さ
れた。それゆえ、地方は、人口減少が進むことにより、生
活サービスを受けることが困難となり、へき地化が進むと
いえる。そのため、地方の学校では、今後、小規模校化の
先に、へき地校化が問題となると考えられる。
　そこで、 本研究は、へき地・小規模校の中でも、特にへ
き地校に焦点を当て、授業実践に関する研究動向の変化を
明らかにすることを目的とした。具体的には、1999年～
2008年の前半期間と2009年～2018年の後半期間に区分し、
確認できた研究論文を比較・検討した。

Ⅲ　方法

１　論文の選定条件
　本研究で検討する論文の条件は、次の①から④の全てに
該当するものとした。
①1999年から2018年の20年間に発表された論文を対象とし

た。そのうち、1999年から2008年の10年間を前半期間（以
下、「前半期間」と記す）、2009年から2018年の10年間
を後半期間（以下、「後半期間」と記す）とした。2008
年と2009年で区分し、対象期間を10年間としたのは、以
下の２つの理由による。１つ目は、2008年を頂点とし、
2009年以降、日本の総人口が減少へと転じたためである

（総務省統計局、2017）。そのため、2008年と2009年で区
分することとした。２つ目は、2008（平成20）年に学習
指導要領が告示され、その前後は、異なる学習指導要領
のもとで教育活動が行われたためである。学習指導要領
がおよそ10年の周期で改訂されるため、対象期間を前後
半とも10年間とすることで、前半・後半の期間を揃えた。

②研究論文（原著・実践研究・研究報告）を対象とした。
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これは、研究論文には、研究の目的、内容、結果等が明
示されており、対象期間の研究動向の変化をとらえる上
で妥当であると考えたためである。また、複式学級を抱
えるへき地校で実践研究されている内容は国語科や算数
科などの各教科における複式授業が多い。しかしながら、
授業全般の研究動向を捉える上では、対象を研究論文と
した方が複式授業に限定せずに捉えることができるとい
う点から妥当であると考えた。

③義務教育の段階を対象とした。これは、へき地校のほと
んどは、小学校、中学校であるためである。そのため、
本研究で対象としたのは、小学校、中学校、小中併置校、
義務教育学校である。

④授業に関する研究論文を対象とした。教育活動は、授業
以外にも様々な活動を広範に含むものであるが、本研究
は、へき地校における授業に焦点化して検討した。その
ため、研究の対象は、授業実践の内容や指導案の構想等
を含む授業に関する研究論文とした。 

２　論文の選定方法
　本研究では、データベース検索によって論文を選定した。
データベース検索にはCiNii（NII学術情報ナビゲータ）を
用いた。へき地に関する論文が多く掲載されている雑誌と
して、北海道教育大学が刊行している『へき地教育研究』
があるが、CiNiiでは、それに加えて、他の雑誌からも広
く検索することができる。そのため、対象期間の前後半を
同条件の下、論文の数、対象の地域、内容等について広く
比較する上で妥当であると考えた。
　まず、KeyWords（へき地、学校、教育）の検索式で得
られた論文のうち、対象年が1999年から2018年までの本文
が含まれている論文を選定し、198編を抽出した。他にも、

「へき地、授業、実践」を用いた検索を同条件で行ったが、
該当数が少なかったことから（該当論文30編）、上記の「へ
き地、学校、教育」をKeyWordsとして用いた。最終検索
日時は、2021年３月10日であった。
　次に、１次スクリーニングでは表題と抄録の情報から、
２次スクリーニングとして本文の情報から、選定条件の①
から④に１つでも該当しない論文を除外し、最終的な分析
対象論文を選定した。最終的に対象となったのは、前半期
間27編、後半期間26編、合計53編であった。

表１　論文選定の整理手順
キーワード・条件 論文数

１ へき地 2506
２ へき地＆学校 539
３ へき地＆学校＆教育 486
４ へき地＆学校＆教育、本文あり 312
５ へき地＆学校＆教育、本文あり、発表年 198

６ へき地＆学校＆教育、本文あり、発表年
表題、抄録、本文による選定 53

Ⅳ　結果

１　論文の発表年
　選定された論文の発表年を整理した（表２）。前半期間

（1999年～2008年）で該当した論文は、全部で27編であった。
内訳は、2002年が６編、2001年が４編、2003年、2004年、
2005年、2007年 が３編、2000年、2006年 が２編、1999年
が１編、2008年は該当なし、であった。
　後半期間（2009年～2018年）で該当した論文は、全部で
26編であった。内訳は、2009年、2013年、2014年が４編、
2016年 が３編、2010年、2012年、2015年、2017年、2018
年が２編、2011年が１編であった。

表２　論文の発表年
発表年 論　　　文　　　数

前
半
期
間（
一
九
九
九
～
二
〇
〇
八
年
）

1999年 1：米盛（1999）

2000年 2：佐古（2000）、吉田ら（2000）

2001年 4：窪田ら（2001）、松浦ら（2001）、夏井ら（2001）、
　 野呂ら（2001）

2002年 6：尾藤ら（2002）、仲松（2002）、小山内ら（2002）、
　 佐々木ら（2002）、瀬川ら（2002）、吉田（2002）

2003年 3：尾藤ら（2003）、三浦ら（2003）、夏井ら（2003）

2004年 3：上白石（2003）、鈴木ら（2004）、柳田ら（2004）

2005年 3：尾藤ら（2005）、鈴木ら（2005）、滝川（2005） 

2006年 2：三浦ら（2006）、田島ら（2006）

2007年 3：仲間ら（2007）、鈴木ら（2007）、吉田ら（2007）

2008年 該当なし

後
半
期
間（
二
〇
〇
九
～
二
〇
一
八
年
）

2009年
4：栢野ら（2009）、木塚ら（2009）、小林（2009）、
　 滝川（2009）

2010年 2：栢野ら（2010）、木塚（2010）

2011年 1：山内ら（2011）

2012年 2：早勢（2012）、宮前（2012）

2013年
4：早勢（2013）、宮前（2013）、佐々木ら（2013）、
　 高橋ら（2013）

2014年
4：早勢（2014）、亀山ら（2014）、宮前（2014）、
　 高瀬ら（2014）

2015年 2：早勢（2015）、高瀬ら（2015）

2016年 3：長谷ら（2016）、伊畑ら（2016）、小野ら（2016） 

2017年 2：倉田ら（2017）、河本ら（2017）

2018年 2：工藤（2018）、森ら（2018）
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２　論文の実践・発表地域
　選定された論文の実践・発表地域を都道府県別に整理し
た（表３）。整理方法については、実践内容を記述した論
文は実践された都道府県とした。指導計画の構想まで等、
具体的な地域が掲載されていない論文は、著者が所属する
都道府県とした。
　前半期間で最も多く確認できた地域は、北海道で21編で
あった。他に、沖縄県が４編、鹿児島県が２編、長崎県、
和歌山県がそれぞれ１編であった。複数の地域を含む研究
論文も確認できたため、合計が29編となった。
　後半期間で最も多く確認できた地域は北海道で24編であっ
た。他に、沖縄県が２編、東京都、岩手県、長崎県がそれ
ぞれ１編であった。複数の地域を含む研究論文も確認でき
たため、合計が29編となった。

表３　論文の実践・発表地域

地域 論　　　文　　　数

前
半
期
間
（
一
九
九
九
～
二
〇
〇
八
年
）

北 海 道

21：尾藤ら（2002）、尾藤ら（2003）、尾藤ら
（2005）、松浦ら（2001）、三浦ら（2003）、
三 浦 ら（2006）、夏 井 ら（2001）、夏 井
ら（2003）、野 呂 ら（2001）、小 山 内 ら

（2002）、佐古（2000）、佐々木ら（2002）、
瀬川ら（2002）、鈴木ら（2004）、鈴木ら

（2005）、鈴木ら（2007）、田島ら（2006）、
滝 川（2005）、柳 田 ら（2004）、吉 田 ら

（2000）、吉田（2002） 

沖 縄 県
４：仲間ら（2007）、仲松（2002）、米盛（1999）、

吉田ら（2007）

鹿児島県 ２：上白石（2003）、仲間ら（2007）

長 崎 県 １：仲間ら（2007）

和歌山県 １：窪田ら（2001）

後
半
期
間
（
二
〇
〇
九
～
二
〇
一
八
年
）

北 海 道

24：長谷ら（2016）、早勢（2012）、早勢（2013）、
早 勢（2014）、早 勢（2015）、伊 畑 ら

（2016）、亀山ら（2014）、栢野ら（2009）、
栢 野 ら（2010）、木 塚 ら（2009）、木 塚

（2010）、小林（2009）、工藤（2018）、倉
田ら（2017）、宮前（2012）、宮前（2014）、
森ら（2018）、小野ら（2016）、佐々木ら

（2013）、高橋ら（2013）、高瀬ら（2014）、
高 瀬 ら（2015）、滝 川（2009）、山 内 ら

（2011）

沖 縄 県 ２：木塚（2010）、河本ら（2017）

東 京 都 １：木塚（2010）

岩 手 県 １：宮前（2013）

長 崎 県 １：倉田ら（2017）

３　論文の内容
（１）前半期間に報告された論文の内容
　選定された論文のうち、前半期間（1999年～2008年）に

報告された論文の内容を整理した（表４）。複数の内容を
含む論文も確認できたため、選定された論文数である27編
よりも多い44編となった。
　まず、最も多かったのは、交流学習、総合的な学習の時
間、地域学習に関する内容で５編を確認できた。
　交流学習同様、へき地校で行われている学習形態として
合同学習と集合学習がある。これらについて、北海道教育
大学のへき地・小規模校教育研究センター（2017）は、合
同学習とは「１つの学校で、２学級以上の児童生徒が学習
集団を編成し、一定の人数の集団が必要な学習や、異年齢
集団のよさを生かした学習を展開する教育方法」、集合学
習とは「近隣の２校以上の児童生徒が一か所に集まり、各
領域等の指導計画の一部の学習活動を各学校の教師の協力
的な指導により展開する教育方法」、交流学習とは「学校
規模や生活環境の異なる学校（へき地の小規模校と都市の
大規模校等）間で、姉妹校的な関係を結び、それぞれの学
校が単独では体験できない学習や生活をさせる教育方法」
と示した。本研究で確認できた研究論文の中では、遠隔シ
ステムを用いた交流も報告されており、本研究では遠隔シ
ステムを用いた交流も交流学習の１形態として考え、集計
に含めた。
　交流学習の内容について整理した結果、５編全てで遠隔
での交流を内容として報告していた。例えば、仲間ら（2007）
は、鹿児島県、長崎県、沖縄県の３つの複式学級を接続し
た授業について報告した。また、佐古（2000）は、北海道
の小中学校が、同じ町内の学校、北海道外の学校、遠隔地
の人材との交流を取り入れた授業について報告した。それ
ゆえ、この時期に報告された内容は遠隔での交流学習であっ
たといえる。
　また、総合的な学習の時間と地域学習に関する内容も５
編を確認できた。地域学習には、まちづくりや地域につい
て学習する内容を含めた。この２つの内容は、５編の論文
全てが合致しており、地域学習を総合的な学習の時間に取
り組んでいたことを示唆していた。例えば、野呂ら（2001）
は、「サケ学習」プログラムとして、地域の学習素材であ
るシロザケを教材とした授業実践を示した。また、吉田

（2002）は、総合的な学習の時間における「ふるさと学習」
の取り組みを報告した。また、滝川（2005）は、「幌呂じ
まんをさがせ」というテーマで、総合的な学習の時間に地
域の魅力探索に取り組んだ学習を報告した。
　次いで多かったのは、情報活用能力の育成を目的とした
内容で４編が確認できた。例えば、瀬川ら（2002）は、コ
ンピュータリテラシーの育成を目的としたICTの活用を報
告した。また、松浦ら（2001）は、小規模校を対象とし、
インターネットについての学習経験を積ませる実践につい
て報告した。
　その次に、音楽に関する内容を３編確認できた。これは
伝統芸能と関連している論文が多く、例えば、尾藤ら（2003）
は、地域の伝統芸能と和楽器を組み合わせた教材を開発し、
実践していた。
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　その他に、美術、伝統芸能、複式授業、環境教育、健康
安全教育、社会、食育がそれぞれ２編、英語、学校行事、
国語、キャリア教育、理科、算数、集合学習、体育がそれ
ぞれ１編ずつ確認できた。

表４　前半期間に報告された論文の内容（44編）

論　　　文　　　数

交 流
学 習

５：上白石（2004）、窪田ら（2001）、仲間ら（2007）、
佐古（2000）、米盛（1999）

総合的
な学習
の時間

５：夏井ら（2001）、野呂ら（2001）、滝川（2005）、
吉田ら（2000）、吉田（2002）

地 域
学 習

５：夏井ら（2001）、野呂ら（2001）、滝川（2005）、
吉田ら（2000）、吉田（2002）

情報活
用能力
育 成

４：松浦ら（2001）、佐古（2000）、瀬川ら（2002）、
鈴木ら（2007）

音 楽 ３：尾藤ら（2002）、尾藤ら（2003）、尾藤ら（2005）

美 術 ２：佐々木ら（2002）、吉田ら（2007）

伝 統
芸 能

２：尾藤ら（2003）、尾藤ら（2005） 

複 式
授 業

２：田島ら（2006）、柳田ら（2004）

環 境
教 育

２：野呂ら（2001）、吉田ら（2000）

健康安
全教育

２：三浦ら（2003）、仲松（2002）

社 会 ２：鈴木ら（2004）、鈴木ら（2005）

食 育 ２：夏井ら（2001）、吉田ら（2000）

英 語 １：小山内ら（2002）

学 校
行 事

１：佐々木ら（2002）

国 語 １：夏井ら（2003）

キャリ
ア教育

１：鈴木ら（2007）

理 科 １：柳田ら（2004）

算 数 １：田島ら（2006）

集 合
学 習

１：夏井ら（2003）

体 育 １：三浦ら（2006）

（２）後半期間に報告された論文の内容
　選定された論文のうち、後半期間（2009年～2018年）に
報告された論文の内容を整理した（表５）。複数の内容を

含む論文も確認できたため、選定された論文数である26編
よりも多い41編となった。
　まず、最も多かったのは複式授業に関する内容で８編確
認できた。例えば、早勢（2012、2013、2014、2015）は、
複式学級における算数科の授業改善を内容としていた。また、
複式学級における理科の授業改善に取り組んだ論文（長谷
ら、2016；亀山ら、2014）も確認できた。その他に、複式
学級におけるユニバーサルデザイン（森ら、2018）、体育（高
瀬ら、2015）が確認できた。
　次に多かったのは、地域学習と算数に関する内容でそれ
ぞれ４編を確認できた。伊畑ら（2016）は、地域の昆布漁
をテーマとした持続可能な生産の仕組みを教材として開発
し、実践した内容を報告した。また、宮前（2012、2014）
は、「うらほろスタイルふるさとづくり計画」として、地
域づくりに子どもたちが関わったプロジェクトを内容とし
ていた。算数は、全て複式学級における学習指導に関する
内容であった（早勢、2012；早勢、2013；早勢、2014；早
勢、2015）。
　その他に、英語、理科、体育がそれぞれ３編ずつ、美術、
交流学習、総合的な学習の時間、社会、集合学習がそれぞ
れ２編ずつ、伝統行事・芸能、学校行事、環境教育、もの
づくり、食育、ユニバーサルデザインがそれぞれ１編ずつ
確認できた。

表５　後半期間に報告された論文の内容（41編）

論　　　文　　　数

複 式
授 業

８：長谷ら（2016）、早勢（2012）、早勢（2013）、
早勢（2014）、早勢（2015）、亀山ら（2014）、
森ら（2018）、高瀬ら（2015）

地 域
学 習

４：伊畑ら（2016）、宮前（2012）、宮前（2013）、
宮前（2014）

算 数
４：早勢（2012）、早勢（2013）、早勢（2014）、
　　早勢（2015）

英 語 ３：木塚ら（2009）、木塚（2010）、倉田ら（2017）

理 科 ３：長谷ら（2016）、亀山ら（2014）、栢野ら（2010）

体 育 ３：高橋ら（2013）、高瀬ら（2014）、高瀬ら（2015）

美 術 ２：工藤（2018）、佐々木ら（2013）

交 流
学 習

２：河本ら（2017）、倉田ら（2017）

総合的
な学習
の時間

２：栢野ら（2009）、宮前（2013）
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社 会 ２：伊畑ら（2016）、小野ら（2016） 

集 合
学 習

２：小林（2009）、河本ら（2017）

伝統行
事 ・
芸 能

１：宮前（2013）

学 校
行 事

１：滝川（2009）

環 境
教 育

1：山内ら（2011）

ものづ
く り

１：栢野ら（2009）

食 育 １：小野ら（2016）

ユ ニ
バーサ
ルデザ
イ ン

１：森ら（2018）

Ⅴ　考察

　本研究は、へき地校における授業実践に関する研究動向
の変化について、日本が人口減少社会へと転換した2008年
と2009年を区切りとし、その前後10年間の授業に関する研
究論文を比較・検討した。その結果、以下の５点に整理す
ることができた。
　１点目は、本研究の結果、前半期間と後半期間で発表さ
れた論文数に大きな違いは確認できなかったことである。
2008年を頂点とし、2009年以降、人口減少社会へと転換
したが、それによるへき地校における授業に関する研究論
文数の変化は、本研究の結果からは確認できなかった。今
後、日本の学校でへき地校化が問題となると考えられる中で、
これらを対象とした研究の重要性が増すと考えられ、研究
の量的な高まりが期待される。
　２点目は、論文の実践・発表地域は、前半期間・後半期
間ともそのほとんどが北海道であったことである。これは、
今回対象となった論文の多くが、北海道教育大学の『へき
地教育研究』に掲載された論文であったことが理由であり、
他の地域において、へき地校における授業を研究する土台
となる組織がないことを示唆しているといえる。北海道以
外の地域にも多くのへき地があり、今後、学校のへき地校
化が進むと考えられる。それゆえ、へき地校に関して研究
する土台となる組織を各地に構築する必要性がある。
　３点目は、前半期間・後半期間とも共通して多く確認で

きた論文の内容は、複式授業や交流学習、総合的な学習
の時間、地域学習に関する内容であったことである。ま
ず、複式授業としては、算数や理科、体育などの各教科に
おける実践が報告された（長谷ら、2016；早勢、2012；早
勢、2013；早勢、2014；早勢、2015；亀山ら、2014；森ら、
2018；田島ら、2006；高瀬ら、2015；柳田ら、2004）。ま
た、交流学習としては、遠隔での交流学習が多く報告され
た（上白石、2004；窪田ら、2001；倉田ら、2017；仲間ら、
2007；佐古、2000；米盛、1999）。また、総合的な学習の
時間や地域学習としては、地域のよさについて学ぶ授業（伊
畑ら、2016；野呂ら、2001；滝川、2005；吉田、2002）や
地域づくりに子どもが取り組む授業（宮前、2012；宮前、
2014）が確認できた。これらの内容は２つに整理するこ
とができる。１つ目は、複式授業や交流学習のように、へ
き地校ならではのデメリットといえる特性を克服しようと
する研究である。例えば、複式授業のように１人の教師が
２学年を同時に教えなければならない、交流学習のように
人と関わる機会や体験の場が少ない等のデメリットを克服
していこうとする研究である。２つ目は、へき地校のメリッ
トといえる特性を生かす研究である。例えば、総合的な学
習の時間や地域学習のようにへき地校は地域とのつながり
が密接である、人数が少ないため大規模校では難しいよう
な様々な活動に取り組みやすい等のメリットを生かしてい
こうとする研究である。今後も、これらの取り組みように
へき地校のメリットを生かし、デメリットを克服する研究
を進めていくことが、へき地校の教育活動を充実させると
いう点から重要である。
　４点目は、前半期間に多く確認できた遠隔での交流や情
報活用能力の育成に関する報告は、後半期間にはほとんど
確認できなかったことである。それでは、遠隔交流や情報
活用能力の育成を行わなくなったのかというとそうではな
いと考えられる。後半期間の方が、遠隔交流や情報活用能
力育成のための環境は充実しており、特に、近年は日常的
に使用できる環境が整ってきた。そのため、遠隔交流や情
報活用能力育成に向けた実践が日常的に行われるようにな
り、研究内容として特に取り上げられる機会が少なくなっ
たのではないかと考える。一方で、へき地校においては、
遠隔地である点を補うために遠隔・オンライン教育、施設
や体験の場の少なさを補うためにAR・VR等の先端技術の
効果的な活用は、今後も研究の必要性が高いと考えられる。
　５点目は、前半期間と比較して、後半期間に複式授業に
関する内容が増加したことである。特に、算数、理科、体
育などの各教科における指導方法の在り方を示した内容が
多く確認できた。これには、次の理由が考えられる。平成
20年告示の学習指導要領では、国際調査の結果等を受け、
子どもたちに確かな学力を身に付けることが重視され、言
語活動を中心とした指導方法の充実が求められた。そのた
め、へき地校においても、子どもたちに確かな学力を育む
ことが求められ、複式授業を中心とする指導方法の充実が
求められたと考えられる。
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Ⅵ　結論

　本研究では、へき地校における授業実践に関する研究動
向の変化について検討した。その結果、①前半期間と後半
期間で論文数に大きな違いは確認できなかったこと、②論
文の実践・発表地域は多くが北海道であったこと、③前半
期間と後半期間に共通して多く確認できた内容は複式授業
や交流学習、総合的な学習の時間、地域学習であったこと、
④遠隔交流や情報活用能力の育成に向けた実践に関する報
告数が減少したこと、⑤複式授業の報告数が増加したこと
の５点が示唆された。
　これらのことからは、へき地校における授業実践に関す
る今後の課題として、次の３点を挙げることができる。
　１点目は、へき地校に関する研究の量的増加の必要性で
ある。特に、本研究の結果からは、その報告のほとんどが
北海道で実践・発表された論文であったことが示唆された。
今後、全国的に学校のへき地校化が問題となることが考え
られる。そのため、北海道のみならず、全国規模での研究
に取り組んでいくことが必要である。 
　２点目は、ICTの効果的な活用に関する研究の推進である。
へき地校の多くは、へき地・小規模校である。へき地とい
う遠隔地であり、小規模校という少人数学級であるがゆえ
に、遠隔・オンライン教育等の先端技術の効果的な活用が
特に重要となってくる。一方で、本研究からは、遠隔交流
や情報活用能力の育成に向けた実践の報告数が減少したこ
とが確認できた。へき地・小規模校には、他者との交流や
多様な体験の機会の少なさ、複式授業における間接指導時
に教師が離れる時間があること等の特有のデメリットがこ
れまでに指摘されている。ICTを効果的に活用することに
よって、少人数であることのメリットを生かしつつ、デメ
リットを克服していく研究の推進が期待される。
　３点目は、総合的な学習の時間や地域学習等のへき地校
ならではのメリットを生かした取り組みをより実践してい
くことである。日本の義務教育段階には学習指導要領があ
り、教育課程の基準が示されている。一方で、学習指導要
領は、最低限満たす必要がある基準を示したものであり、
その上で、学校が教育活動の実施について創意工夫をして
いくことを求めている（文部科学省、2017）。特に、平成
29年告示の学習指導要領では、「社会に開かれた教育課程」
がキーワードとして示され、地域と密着した教育課程の開
発が求められている。へき地校は、地域との関連が深く、「社
会に開かれた教育課程」のモデルとなりうる可能性をもつ。
全国的にへき地校化が問題となると考えられる中で、その
モデルを示すという意味でも、へき地校ならではの教育活
動の在り方を検討していくことは、意義があることと考え
る。このことは、「未来型教育」（玉井、2015）としてのへ
き地校における教育活動の在り方を模索していくことにも
つながっていく。
　また、2015年９月の国連サミットで、SDGs（持続可能
な開発目標）として、人権、経済、社会、地球環境等の様々

な分野にまたがった持続可能な社会をつくるための17の目
標が採択された（国際連合広報センター、2015）。このうち、
目標11は、「包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持
続可能な都市及び人間居住を実現する」とされており、そ
の中に含まれるターゲットには、参加型のまちづくりや文
化・自然の保護・保全が示されている。これは、特にへき
地校において求められる目標であるといえる。このような
SDGsの視点からも、子どもたちがその地域について学び、
まちづくりに参加したり、文化・自然を保護する必要性を
学んだりする重要性が示されている。
　これらの点に関わって、本研究の結果、前半期間と後半
期間に共通して、地域学習や総合的な学習の時間の報告が
多く確認できた。今後、へき地校ならではのメリットを生
かした取り組みをより実践していくことが望まれる。
　最後に、今後の課題を示す。本研究の結果、示唆された
課題の１つに、へき地校のメリットを生かした取り組みの
実践がある。今後は、へき地校のメリットを生かした取り
組みに焦点化し、より広範な論文や報告を対象として、検
討を進めていきたい。それによって、得られた知見を整理
し、へき地校における授業研究の進展の一助となるよう努
めていきたい。
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